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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当企業集団では、投資効率の向上をはかりつつ、環境問題などの社会的要請に対応する新技術・新

製品への積極的な設備投資や設備更新などの生産関連設備投資および販売関連ほかへの設備投資を実

施している。当連結会計年度の設備投資(消費税等を含まない。)の内訳は、次のとおりである。 

 

  当連結会計年度  前期比 

自動車  1,013,586 百万円 2.4 ％ 

金融  468,183  △  1.8 

その他  52,708  29.4 

 計  1,534,478  1.8 

消去又は全社  ―  ― 

 合計※  1,534,478  1.8 

     

  ※リース用車両 540,945 百万円を含む 

 

当連結会計年度の設備投資額は、主に製品の切替や生産設備の増強などにより、前連結会計年度に

比べて増加した。 

自動車事業では、当社において268,396百万円の設備投資を実施した。また、連結子会社においては、

国内では、主に新技術・新製品への設備投資を実施し、主な子会社として、トヨタ車体㈱において

27,204百万円、ダイハツ工業㈱において25,621百万円、トヨタ自動車九州㈱において15,683百万円等

の設備投資を実施した。海外では、現地生産化の進展に合わせた設備投資を実施し、主な子会社とし

て、トヨタ モーター マニュファクチャリング インディアナ㈱において71,594百万円、トヨタ 

モーター マニュファクチャリング カナダ㈱において49,558百万円、トヨタ モーター マニュフ

ァクチャリング ケンタッキー㈱において29,673百万円、トヨタ モーター マニュファクチャリン

グ(ＵＫ)㈱において25,398百万円、トヨタ モーター マニュファクチャリング アラバマ㈱におい

て23,336百万円等の設備投資を実施した。 

金融事業では、トヨタ モーター クレジット㈱においてオペレーティング・リースの対象となる

車両を中心に392,935百万円の設備投資を実施した。 

その他の事業では、当社において915百万円の設備投資を実施した。 

なお、所要資金は、自己資金ならびに借入金、社債等によっている。 
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２ 【主要な設備の状況】 

当企業集団は、類似の事業を営む事業所が国内外で多数設立されているため、その設備の状況を事

業の種類別セグメントごとに示すとともに主たる設備の状況を開示する方法によっている。 

当連結会計年度末(平成15年３月31日現在)における状況は、次のとおりである。 

(1) 事業の種類別セグメント内訳 
 

帳簿価額(百万円) 事業の種類別 
セグメントの 
名称 

建物及び 
構築物 

機械装置 車両運搬具 土地 その他 合計 

自動車 1,171,144 1,131,072 203,576 1,037,276 470,797 4,013,867

金融 4,233 15,726 1,002,476 0 36,997 1,059,433

その他 78,297 16,980 32,199 59,913 13,327 200,717

合計 1,253,674 1,163,778 1,238,252 1,097,189 521,123 5,274,018

(注) １ 上記帳簿価額には、建設仮勘定 232,966百万円を含まない。 
２ 事業の種類別セグメントごとの従業員数は、「第１ 企業の概況 ５ 従業員の状況」と開示内容が重
複するため、記載を省略している。 

 

(2) 提出会社の状況 

 

帳簿価額(百万円) 

主な事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

主な設備の 
内容 建物及び

構築物
機械装置

車両 
運搬具

土地 
(面積 
千㎡) 

その他 合計 

従業員数
(人) 

田原工場 
(愛知県渥美郡
田原町) 

自動車 
自動車 
生産設備 

50,047 48,286 531
65,231
( 4,029)
(※   25)

7,465 171,562 6,620

本社 
(愛知県豊田市) 

自動車 
および 

その他 
研究用設備 70,095 33,118 4,902

7,400
( 1,887)
(※   35)

30,541 146,057 17,827

元町工場 
(愛知県豊田市) 

自動車 
自動車 
生産設備 

25,904 28,891 291
4,665
( 1,553)
(※   10)

5,555 65,308 5,360

上郷工場 
(愛知県豊田市) 

自動車 
自動車部品 
生産設備 

15,456 39,913 235
1,071
(   871)
(※   57)

3,423 60,101 3,100

衣浦工場 
(愛知県碧南市) 

自動車 
自動車部品 
生産設備 

12,867 32,493 152
9,885
(   807)
(※  120)

3,514 58,913 2,878

堤工場 
(愛知県豊田市) 

自動車 
自動車 
生産設備 

14,281 31,243 337
1,853
(   937)
(※  131)

7,090 54,806 5,482

高岡工場 
(愛知県豊田市) 

自動車 
自動車 
生産設備 

21,278 20,135 339
3,803
( 1,360)
(※   73)

3,414 48,971 5,041

明知工場 
(愛知県西加茂
郡三好町) 

自動車 
自動車部品 
生産設備 

10,641 17,518 107
10,096
(   560)
(※   24)

2,314 40,678 1,844

東富士研究所 
(静岡県裾野市) 

自動車 研究用設備 21,839 10,465 233
5,117
( 1,979)
(※   18)

2,831 40,487 2,540

本社工場 
(愛知県豊田市) 

自動車 
自動車 
生産設備 

19,188 17,610 159
49

(   551)
3,032 40,041 2,913

(注) １ 上記帳簿価額には、建設仮勘定を含まない。 
２ 上表の(※ )は賃借中の土地(単位：千㎡)であり、外数である。 
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(3) 国内子会社の状況 

 

帳簿価額(百万円) 
主な子会社 
および事業所名 
(主な所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

主な設備の 
内容 建物及び

構築物
機械装置

車両 
運搬具

土地 
(面積 
千㎡)
その他 合計 

従業員数
(人) 

ダイハツ工業㈱ 
本社(池田)工場
ほか 
(大阪府池田市) 

自動車 
自動車 
生産設備 

54,548 62,824 827
57,846
( 9,074)
(※  116)

15,200 191,248 10,477

日野自動車㈱ 
日野工場ほか 
(東京都日野市) 

自動車 
自動車 
生産設備 

56,217 44,117 3,875
32,800
( 5,201)
(※  157)

9,310 146,321 8,555

トヨタ車体㈱ 
富士松工場ほか 
(愛知県刈谷市) 

自動車 
自動車 
生産設備 

42,554 52,697 675
26,547
( 1,850)
(※   78)

7,211 129,685 8,035

関東自動車工業
㈱ 
東富士工場ほか 
(静岡県裾野市) 

自動車 
自動車 
生産設備 

38,486 29,989 290
19,691
( 1,711)
(※   53)

7,843 96,300 5,406

トヨタ自動車九
州㈱ 
(福岡県鞍手郡 
宮田町) 

自動車 
自動車 
生産設備 

26,610 14,506 308
25,475
( 1,244)

5,179 72,080 2,097

(注) １ 上記帳簿価額には、建設仮勘定を含まない。 

２ 上記の子会社には、上表のほか、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る賃借資産が 4,999百万

円ある。また、オペレーティング・リース取引に係る賃借資産があり、年間賃借料は 236百万円である。 

上表の(※ )は賃借中の土地(単位：千㎡)であり、外数である。 

３ 上表には、賃貸中の土地が含まれており、面積は 252千㎡である。 
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(4) 在外子会社の状況 

 

帳簿価額(百万円) 
主な子会社 
および事業所名 
(主な所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

主な設備の 
内容 建物及び

構築物
機械装置

車両 
運搬具

土地 
(面積 
千㎡)
その他 合計 

従業員数
(人) 

トヨタ モータ
ー マニュファ
クチャリング 
インディアナ㈱ 
(Princeton,  
Indiana,  
U.S.A.) 

自動車 
自動車 
生産設備 

32,739 89,412 70
2,379
( 4,774)

60,442 185,044 4,704

米国トヨタ自動
車販売㈱ 
(Torrance,  
California,  
U.S.A.) 

自動車 
および 

その他 

自動車販売
設備および
リース用車
両 

51,033 8,409 69,146
26,205
( 3,858)
(※2,057)

4,937 159,732 6,293

トヨタ モータ
ー マニュファ
クチャリング 
ケンタッキー㈱ 
(Georgetown,  
Kentucky,  
U.S.A.) 

自動車 
自動車 
生産設備 

24,928 46,459 88
4,506
( 5,300)

44,435 120,418 7,391

トヨタ モータ
ー マニュファ
クチャリング 
(ＵＫ)㈱ 
(Burnaston,  
Derbyshire,  
U.K.) 

自動車 
自動車 
生産設備 

17,791 77,721 496
5,118
( 2,812)

10,267 111,395 3,609

トヨタ モータ
ー マニュファ
クチャリング 
カナダ㈱ 
(Cambridge,  
Ontario,  
Canada) 

自動車 
自動車 
生産設備 

24,957 16,574 409
178

( 1,500)
54,322 96,441 3,002

(注) １ 上記帳簿価額には、建設仮勘定を含まない。 

２ 上記の子会社には、上表のほか、土地を中心にオペレーティング・リース取引に係る賃借資産があり、

年間賃借料は 4,382百万円である。 

上表の(※ )は賃借中の土地(単位：千㎡)であり、外数である。 

３ 上表には、車両運搬具を中心にオペレーティング・リース取引に係る賃貸資産が53,119百万円含まれて

いる。また、賃貸中の土地が含まれており、面積は 467千㎡である。 
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３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当企業集団の設備投資については、今後の生産計画、需要予測、投資効率等を総合的に勘案して計

画している。 

当企業集団の設備の新設等に係る投資予定金額（総額）は1,460,000百万円である。また、このほか

にリース用車両に係る投資予定金額（総額）として、870,000百万円がある。 

当連結会計年度末（平成15年３月31日）における重要な設備の新設、除却等の計画は、次のとおり

である。 

 

(1) 新設等 

 

投資予定金額 着手及び完了予定 

会社名 所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の
内容 総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

資金調
達方法

着手 完了 

完成後の
増加能力

自動車 
生 産
設 備
等 

442,000 157,000
自己
資金

平成 
14年 
10月 

平成 
16年 
３月 

 

トヨタ自動車㈱ 
愛知県 
豊田市 

その他 
事 務
所 等

15,000 300
自己
資金

平成 
14年 
10月 

平成 
16年 
３月 

 

トヨタ モーター 
マニュファクチャ
リング ケンタッ
キー㈱ 

Georgetown, 

Kentucky, 

U.S.A. 
自動車 

生 産
設 備
等 

60,931 24,019
自己
資金

平成 
14年 
10月 

平成 
16年 
３月 

 

トヨタ モーター 
マニュファクチャ
リング カナダ㈱ 

Cambridge, 

Ontario, 

Canada 
自動車 

生 産
設 備
等 

60,538 31,287
自己
資金

平成 
14年 
10月 

平成 
16年 
３月 

 

トヨタ モーター 
マニュファクチャ
リング インディ
アナ㈱ 

Princeton, 

Indiana, 

U.S.A. 
自動車 

生 産
設 備
等 

46,334 16,660
自己
資金

平成 
14年 
10月 

平成 
16年 
３月 

 

ダイハツ工業㈱ 
大阪府 
池田市 

自動車 
生 産
設 備
等 

37,330 8,330
自己
資金

平成 
14年 
10月 

平成 
16年 
３月 

 

日野自動車㈱ 
東京都 
日野市 

自動車 
生 産
設 備
等 

30,158 7,158
自己
資金

平成 
14年 
10月 

平成 
16年 
３月 

 

 

(2) 除却および売却 

経常的な設備の更新のための除却および売却を除き、重要な設備の除却および売却の計画はない。 




